
のお知らせ国民健康保険 後期高齢者医療制度
国民健康保険率

区　分 医療分 支援金分 介護分
所得割料率 8.69% 2.80% 2.01%
均 等 割 額 ４万9100円 １万6500円 １万6500円
限 度 額 65万円 24万円 17万円

後期高齢者医療制度  令和６年度保険料 　令和６年度の後期高齢者医療保険料額決定通知書は、７月中旬以降に送付
します。

均等割額
被保険者１人当たり ４万7300円 ＋ ＝

保険料額（年額）
100円未満切捨て（限度額80万円※

3）
所得割額

賦課のもととなる所得金額※
1×所得割率9.67％※

2

※１  賦課のもととなる所得金額とは、前年の総所得金額、山林所得金額、株
式・長期（短期）譲渡所得金額等の合計から地方税法に定める基礎控除額
（合計所得金額が2400万円以下の場合は43万円）を控除した額です（雑
損失の繰越控除額は控除しません）

※２  令和６年度の所得割率は、激変緩和措置により、賦課のもととなる所得金
額が58万円以下の方は8.78％、58万円を超える方は9.67％となります。な
お、令和７年度にはすべての被保険者の方の所得割率が9.67％となります

※３  次の方は、令和６年度に限り、激変緩和措置により、賦課限度額が73万円
になります
▶昭和24年３月31日以前に生まれた方
▶ 障がいの認定を受け、被保険者の資格を有している方（障がいの認定を
受けていた方が、令和６年４月１日以降に75歳になった後に、障がいの
認定を受けた後期高齢者医療広域連合の区域内に住所を有しなくなった
場合を除く）

令和６年度 保険料の計算方法 　保険料は、定額を負担する「均等割額」と前年の所得に応じて負担する「所得割額」の合計額です。

国民健康保険料の改定

　同一世帯の世帯主
と被保険者の方全員
の所得の合計額が基
準に該当する場合
は、表１の軽減が適
用されます。

●均等割額の
　軽減

※ 65歳以上（令和６年１月１日時点）の方の公的年金所得は、そ
の所得から15万円（高齢者特別控除額）を差し引いた額で判定
します

※ 世帯主が被保険者でない場合でも、世帯主の所得は軽減を判定す
る対象となります

※ 世帯の判定は毎年度４月１日時点（年度の途中に東京都で資格取
得した方は資格取得時）で行います

※ 年金または給与所得者の合計数とは、同じ世帯にいる「公的年金
等収入が65歳未満の方は60万円、65歳以上の方は125万円を超
える」または「給与収入が55万円を超える」被保険者および世
帯主の合計人数です。合計人数が２人以上の場合に適用します

総所得金額等の合計が下記に該当する世帯 軽減割合
43万円 ＋（年金または給与所得者の合計数－１）
×10万円 以下 ７割

43万円 ＋（年金または給与所得者の合計数－１）
×10万円 ＋（29.5万円×被保険者の数）以下 ５割

43万円 ＋（年金または給与所得者の合計数－１）
×10万円 ＋（54.5万円×被保険者の数）以下 ２割

表１

　後期高齢者医療制度加入の前日まで会社の健康保険（国
民健康保険・国民健康保険組合は除く）の被扶養者だった
方は、加入から２年を経過する月までの間、均等割額が５
割軽減されます。所得割額はかかりません。

●被扶養者だった方の軽減●所得割額の軽減
　被保険者本人の「賦課の
もととなる所得金額」をも
とに、所得割額を表２のと
おり軽減しています。

賦課のもととなる所得金額 軽減割合
15万円以下 50％
20万円以下 25％

※ 東京都後期高齢者医療広域連合独自の軽減措置

表２

　国民健康保険料率が右表のとおり改定されました。

問合せ 国保年金課国保資格係　☎内線２３７４

問合せ
▶制度全般に関すること…東京都後期高齢者医療広域連合お問合せセンター　☎０５７０（０８６）５１９
　※ＩＰ電話の方は☎０３（３２２２）４４９６へ。㈯・㈰・㈷等を除く、午前８時30分～午後５時
▶そのほかの相談等………国保年金課後期高齢者医療係　☎（３８０２）４１４８

４月１日から 古い木造建物古い木造建物 助成制度助成制度に対するに対する の対象をの対象を 拡 大

住まい街づくり課住宅係　☎内線２８２６問合せ

　耐震診断を不要とし、限度額・補助率を引き上げます。
昭和56年５月31日以前に建築された木造の戸建て住宅で、高齢者等
が居住するもの対 象

50万円（耐震シェルター等の購入・設置費の９／10）限度額

耐震シェルター等設置工事支援事業

診 断
昭和56年６月１日～平成12年５月31日に建築された木造の
戸建て住宅等対 象

30万円（診断費の全額）限度額
診断の結果、耐震補強工事等が必要となった場合

▶耐震補強設計支援事業…15万円（設計費の２／３）
▶耐震補強工事支援事業…180万円（工事費の４／５）限度額

木造建物耐震化推進事業

※ 昭和56年５月31日以前に建築された建物、木造以外の建物への支援も行っています。詳
細は、お問い合わせください

問合せ 住まい街づくり課防災街づくり係　☎内線２８２７

「不燃化特区」の指定を受けた地域内で、次のいずれ
かに該当する建築物
▶築15年以上で木造
▶ 倒壊の恐れがあると区が判定した

対 象

１㎡あたり２万6000円（解体工事費）限度額

不燃化特区除却助成事業

次のすべてを満たす建築物
▶昭和56年５月31日以前に建築された
▶１年以上使用されていない
▶倒壊の恐れがあると区が判定した

対 象

100万円（解体工事費の２／３）限度額

老朽空家除却助成事業

※ 木造以外の建築物に対する助成制度もあります。詳細は、お問い合わ
せください
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人
口

日本人
男 98,423人 

前
月
比

－31
前
年
同
月
比 

144
女 99,407人 －124 187
計 197,830人 －155 331

外国人
男 10,623人 16 1,272
女 10,866人 －7 970
計 21,489人 9 2,242

総人口 219,319人 －146 2,573

世
帯

日本人のみ
の世帯 106,512世帯 

前
月
比

－27
前
年
同
月
比 

1,026
外国人のみ
の世帯 13,301世帯 －4 2,029
日本人と
外国人の
混合世帯

2,400世帯 －1 19

総世帯 122,213世帯 －32 3,074

新聞未購読で、希望する方には、あらかわ区報を自宅に直接届けます。
電話・荒川区ホームページで、広報課広報係☎（３８０２）４９５７

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。
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